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基本的取扱方針

◆公正中立性を確保し、サービス提供主体から実質的に独立した事業所であること
◆常勤かつ専従の相談支援専門員が配置され、どのような支援困難ケースでも適切に支援できる体制が整備されており、区や基幹相談支援センター等との連携体制
が確保されていること

◆協議会と連携や参画していること

種別適用要件（詳細は留意事項通知を参照）
(ａ) 協働体制を確保する事業所間において、協定を締結している
(ｂ) 協働体制の要件を満たしているかについて、事業所間において定期的（月１回）に確認が実施されている
(ｃ) 原則、全職員が参加するケース共有会議、事例検討会を月２回以上共同開催している
(一) 利用者に関する情報又サービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議の定期的（概ね週１回）な開催
(二) ２４時間連絡可能な体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること
(三) 新規に採用した全ての相談支援専門員及び相談支援員に対し、現任研修修了者(相談支援専門員)の同行による研修を実施している
(四) 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、困難な事例にかかる者に指定計画相談支援を行っていること
(五) 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している
(六) 協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要な取組を実施していること
(七) 基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画していること
(八) 取扱い件数４０件未満

人員種別 単独型・協働型協働型のみ
(八)(七)(六)(五)(四)(三)(二)(一)(c)(b)(a)

●●●●●●●●●●●◆常勤専従:相談支援専門員４名以上・内１名現任
(現任研修修了者を含めて３名を除く者は兼務も可)機能強化(Ⅰ)

●●●●●●●●●●●◆常勤専従:相談支援専門員３名以上・内１名現任
(現任研修修了者を含めて２名を除く者は兼務も可)機能強化(Ⅱ)

●●●●●●-●●●●◆常勤専従:相談支援専門員２名以上・内１名現任
(現任研修修了者を除く１名は兼務も可)機能強化(Ⅲ)

●--●●●-●◆専従:相談支援専門員２名以上・内１名現任･常勤機能強化(Ⅳ)
（単独型のみ）
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【現行】
地域体制強化共同加算 単位／月
事業所の要件として、運営規程に

おいて、区市町村により地域生活支
援拠点等として位置付けられている
ことを定めていること。

【改定後】

地域体制強化共同加算 単位／月

〇本加算は、

【主な要件】

★基幹相談支援センターが開設されたことに伴い、令和８年２月分から地域体制強化共同支援加算加
算の受付を開始（参考様式の地域体制強化共同支援加算 加算届提出前チェックリストを参照）
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【現行】

医療・保育・教育機関等連携加算100単位／月

※福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス
等を除く）の職員等と面談を行い、利用者に関
する必要な情報の提供を受けた上で、サービス
等利用計画を作成した場合に加算する。

【改定後】
医療・保育・教育機関等連携加算 300単位／月（①－Ⅱ、②）

200単位／月（①－Ⅰ）150単位／月（③）
※指定（継続）サービス利用支援を実施する月において、次の①～③のいずれかの業務を行った場合に加算
①福祉サービス等提供機関の職員等と面談又は会議を行い、利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、
以下を行った場合
Ⅰ指定サービス利用支援 Ⅱ指定継続サービス利用支援

②利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して、利用者の心身の状況、
生活環境等の利用者に係る必要な情報を提供した場合
③福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供機関に対して利用者に関する必要な情報
を提供した場合

〇本加算は、利用者の関係機関との日常的な連携体制を構築するとともに、利用者の状態や支援方法の共有を行った場合に算定するもの
【主な要件】※連携先の福祉サービス等提供機関はサービス等利用計画に計画されている機関等が原則
<①福祉サービス等提供機関の職員との面談等によるサービス等利用計画の作成又はモニタリング＞※１月に１回を限度
・福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス等事業者を除く。例:病院等、訪問看護事業所、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校等）の職員
との面談又は会議により、利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、サービス等利用計画の作成又は見直し、モニタリングを行うこと（会議はオン
ラインの活用可。障害福祉サービス等以外の福祉サービス等提供機関の参加によるサービス担当者会議による算定も可）
・初回加算を算定する場合、退院・退所加算を算定し退院等する施設のみから情報提供を受ける場合は算定不可
＜②利用者への通院同行＞※１月に３回を限度。同一の病院等については１月に１回を限度
・利用者が病院等に通院するに当たり、通院に同行して病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して利用者に係る必要な情報（※）を提供すること
※当該利用者の基本情報、状態、支援における留意点等、家族・世帯の状況、生活の状況、受診・服薬の状況、支援の利用状況、サービス等利用計画の内容等
＜③福祉サービス等提供機関への情報提供＞※①病院等・訪問看護事業所、②それ以外の福祉サービス等提供機関ごとに１月に１回を限度
・福祉サービス等提供機関からの求めに応じて利用者に関する必要な情報を提供すること
〇本加算の算定場面に限らず、関係機関との日常的な連絡調整に努めること
〇情報提供等を行った場合には、相手や日時、その内容の要旨、サービス等利用計画に反映されるべき内容に関する記録を作成すること。当該記録について、
区市町村から求めがあった場合には提出すること
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【現行】
集中支援加算300単位／月
※指定（継続）サービス利用支援を実施す
る月以外の月において、次の①～③のいず
れかの業務を行った場合に加算
①障害福祉サービス等の利用に関して、利
用者等の求めに応じ、月に２回以上、利用
者の居宅を訪問し、利用者等に面接する場
合
②サービス担当者会議を開催した場合
③福祉サービス等提供機関が開催する会議
に参加した場合

【改定後】
集中支援加算 300単位／月（①～④）、150単位／月（⑤）
※指定（継続）サービス利用支援を実施する月以外の月において、次の①～⑤のいずれかの業務を行った場合
に加算
①障害福祉サービス等の利用に関して、利用者等の求めに応じ、月に２回以上、利用者の居宅等を訪問し、
利用者等に面接する場合（テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月に１回は利用者の居
宅を訪問し、面接することを要する。）
②・③（略）
④利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して、利用者の心身の状況、
生活環境等の利用者に係る必要な情報を提供した場合（算定回数については、月３回、同一の病院等について
は月１回を限度とする。）
⑤福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供機関に対して利用者に関する必要な情報
を提供した場合（病院及び訪問看護の事業所又はそれ以外の福祉サービス等提供機関の区分ごとに、それぞれ
月１回を限度とする。）

〇本加算は、計画決定月及びモニタリングの対象月以外において、利用者に対して支援を行った場合に算定するもの

〇利用者の居宅等を訪問し利用者等に面接する場合について、オンラインの活用を可能とする（ただし、月に１回は居宅への訪問が必要）

〇また、今回の改定において、利用者への通院同行及び福祉サービス等提供機関への情報提供について、医療・保育・教育機関等連携加算において評価
を行うこととしたことを踏まえ、計画決定月及びモニタリングの対象月以外のこれらの支援についても、集中支援加算により評価を行うこととしたもの
（計画決定月及びモニタリングの対象月は医療・保育・教育機関等連携加算を算定、それ以外の月は集中支援加算を算定）

〇今回追加された利用者への通院同行及び福祉サービス等提供機関への情報提供の算定要件等については、医療・保育・教育機関等連携加算を参照

〇集中支援加算について、利用者の通院に同行し障害者等の状況を情報提供する場合や、関係機関等からの求めに応じて利用者の状況を情報提供する場
合も加算の対象とするとともに、これらの場合について、一定の上限を設けた上で複数回の算定を可能とする。また、連携の対象に訪問看護の事業所を
加える。

〇加算の要件である利用者への居宅訪問の一部について、テレビ電話装置等による面談の場合も算定可能とする。（ただし、月１回は対面による訪問を
要件とする）
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【現行】
要医療児者支援体制加算35単位／月
※医療的ケア児等コーディネーター
養成研修を修了した相談支援専門員
を事業所に配置した上で、その旨を
公表している場合に加算する。

【改定後】

要医療児者支援体制加算

要医療児者支援体制加算（Ⅰ）60単位／月

※医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公
表しており、かつ、当該相談支援専門員により、医療的ケア児者に対して現に指定計画相談支援・障害児相談
支援を行っている場合に加算する

要医療児者支援体制加算（Ⅱ）30単位／月

※医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公
表している場合に加算する。

〇本加算は、医療的ケア児者に対して適切な計画相談支援・障害児相談支援を実施するために、医療的ケア児者への支援に知見を有する相談支援専門員を配置し、当該
児への支援を適切に対応できる体制が整備されている場合に、算定するもの

【主な要件】

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を１名以上配置していること

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者を配置している旨を公表していること

・〔加算Ⅰのみの要件〕医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者が、医療的ケア児の保護者に対して、現に指定障害児相談支援を行っていること

※「現に支援を行っていること」とは、前６月に医療的ケア児に対して指定障害児相談支援を行っていること

※一体的に実施する指定特定相談支援事業所において医療的ケアを必要とする者又は医療的ケア児に対して指定計画相談支援を行っている場合も含む

〇本加算は体制の整備を評価する加算であり、医療的ケア児者のみでなく、全ての利用者について加算することができる

〇医療的ケア児者から利用申込みがあった場合に、障害特性に対応できないことを理由にサービス提供を拒むことは認められない

要医療児者支援体制加算について、新たな区分を創設し、実際に医療的ケアを必要とする障害児者等に対して相談
支援を行っている事業所については更に評価することとし、それ以外の事業所については、報酬単価を見直す。
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【現行】
行動障害支援体制加算35単位／月
※強度行動障害支援者養成研修（実
践研修）を修了した相談支援専門員
を事業所に配置した上で、その旨を
公表している場合に加算する。

【改定後】

行動障害支援体制加算

行動障害支援体制加算（Ⅰ）60単位／月

※強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公
表しており、かつ、当該相談支援専門員により、強度行動障害を有する者（区分３以上かつ行動関連項目10点
以上）又は強度行動障害を有する児（児基準20点以上）に対して現に指定計画相談支援・障害児相談支援を
行っている場合に加算する。

行動障害支援体制加算（Ⅱ）30単位／月

※強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公
表している場合に加算する。

〇本加算は、行動障害を有する児者に対して適切な計画相談支援・障害児相談支援を実施するために、行動障害を有する児者への支援に知見を有する相談支援専門員を
配置し、当該児者への支援を適切に対応できる体制が整備されている場合に、算定するもの

【主な要件】

・強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を１名以上配置していること（※行動援護従業者養成研修でも可）

・実践研修修了者を配置している旨を公表していること

・〔加算Ⅰのみの要件〕実践研修修了者が、強度行動障害を有する児の保護者に対して、現に指定障害児相談支援を行っていること

※「現に支援を行っていること」とは、前６月に強度行動障害児に対して指定障害児相談支援を行っていること

※一体的に実施する指定特定相談支援事業所において強度行動障害を有する者又は強度行動障害を有する児に対して指定計画相談支援を行っている場合も含む

〇本加算は体制の整備を評価する加算であり、強度行動障害を有する児者のみでなく、全ての利用者について加算することができる

〇行動障害を有する児者から利用申込みがあった場合に、障害特性に対応できないことを理由にサービス提供を拒むことは認められない

行動障害支援体制加算について、新たな区分を創設し、実際に行動障害についての専門的な支援を必要とする障害児者等に対して相
談支援を行っている事業所については更に評価することとし、それ以外の事業所については、報酬単価を見直す。



精神障害者支援体制加算

【現行】
精神障害者支援体制加算35単位／月
※地域生活支援事業による精神障害者
の障害特性及びこれに応じた支援技法
等に関する研修を修了した相談支援専
門員を事業所に配置した上で、その旨
を公表している場合に加算する。

【改定後】精神障害者支援体制加算

精神障害者支援体制加算（Ⅰ）60単位／月 ※以下のいずれも満たす場合に加算する。

・地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技法等に関する研修を修了した相談支
援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合。

・精神疾患を有する患者であって重点的な支援を要するものに対して支援を行う病院等又は訪問看護ステー
ション等であって、障害児が通院又は利用するものの保健師、看護師又は精神保健福祉士と連携する体制が構
築されており、かつ、当該相談支援専門員により、精神に障害のある児に対して現に指定障害児相談支援を
行っている場合。

精神障害者支援体制加算（Ⅱ）30単位／月

※地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技法等に関する研修を修了した相談支
援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。

〇本加算は、精神に障害のある児者に対して適切な計画相談支援・障害児相談支援を実施するために、精神に障害のある児者への知見を有する相談支援専門員を配置し、
当該児者への支援を適切に対応できる体制が整備されている場合に、算定するもの
【主な要件】
・地域生活支援事業による精神障害者の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修（精神障害関係従事者養成研修等）を修了した相談支援専門員を１名以上
配置していること
・当該研修修了者を配置している旨を公表していること
〔以下、加算Ⅰのみの要件〕
・当該研修修了者が、精神に障害のある児の保護者に対して、現に指定障害児相談支援を行っていること
※「現に支援を行っていること」とは、前６月に精神に障害のある児に対して指定障害児相談支援を行っていること
※一体的に実施する指定特定相談支援事業所において精神障害者又は精神に障害のある児に対して指定計画相談支援を行っている場合も含む

・当該精神に障害のある児者が通院する病院等や利用する訪問看護事業所の保健師・看護師又は精神保健福祉士と連携する体制が確保されていること
※療養生活継続支援加算を算定している病院等、精神科重症患者支援管理連携加算の届出をしている訪看事業所であり、障害児者が前１年以内に通院又は利用している
ことが必要
※少なくとも１年に１回以上、当該関係者で面談又は会議を行い、当該児の支援に関して検討を行っていること
〇本加算は体制の整備を評価する加算であり、精神に障害を有する児者のみでなく、全ての利用者について加算することができる
〇精神障害のある児者から利用申込みがあった場合に、障害特性に対応できないことを理由にサービス提供を拒むことは認められない

精神障害者支援体制加算について、新たな区分を創設し、実際に精神障害の専門的な知見を有する者による支援を必要とする障害児
者等に対して相談支援を行っている事業所については更に評価することとし、それ以外の事業所については、報酬単価を見直す。
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【現行】
なし

【改定後】

高次脳機能障害支援体制加算【新設】

高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ）60単位／日

※高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表しており、
かつ、当該相談支援専門員により、高次脳機能障害を有する利用者に対して現に指定計画相談支援を行ってい
る場合に加算する。

高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ）30単位／日

※高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している
場合に加算する。

〇本加算は、高次脳機能障害を有する児者に対して適切な計画相談支援・障害児相談支援を実施するために、高次脳機能障害を有する児者への支援に知見を有する相談
支援専門員を配置し、当該児者への支援を適切に対応できる体制が整備されている場合に、算定するもの
【主な要件】
・高次脳機能障害支援者養成研修（実践研修）又は同研修に準ずるものとして都道府県知事が同等以上の内容と認める研修を修了した相談支援専門員を１名以上配置し
ていること
・当該研修修了者を配置している旨を公表していること
・〔加算Ⅰのみの要件〕当該研修修了者が、高次脳機能障害を有する児の保護者に対して、現に指定障害児相談支援を行っていること
※「現に支援を行っていること」とは、前６月に高次脳機能障害を有する児に対して指定障害児相談支援を行っていること
※一体的に実施する指定特定相談支援事業所において高次脳機能障害を有する者又は高次脳機能障害を有する児に対して指定計画相談支援を行っている場合も含む
〇本加算は体制の整備を評価する加算であり、高次脳機能障害を有する児者のみでなく、全ての利用者について加算することができる
〇高次脳機能障害を有する児者から利用申込みがあった場合に、障害特性に対応できないことを理由にサービス提供を拒むことは認められない
〇高次脳機能障害を有する児とは、脳の器質的病変の原因となる事故による受傷や疾病の発症の事実が確認され、かつ、日常生活又は社会生活に制約があり、その主た
る原因が記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害等の認知障害である児者をいう。医師の意見書や診断書で高次脳機能障害の診断があることを確認するこ
と（支給決定や手帳の情報も活用）

高次脳機能障害に関する研修を受講した常勤の相談支援専門員を配置する事業所を評価する。



 こどもの最善の利益の保障、インクルージョンの推進〔障害児相談支援〕

【ポイント】
〇障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の意見を尊重し、障害児の最善の利益を保障することが重要であることに鑑み、障害児の年齢や発達の程度に応じて、
障害児本人や保護者の意見を聴くなど、当該障害児の意見をできる限り尊重するための配慮が必要である
〇相談支援専門員については、上記の配慮等を適切に行うため、専門コース別研修の意思決定支援コース及び障害児支援コースを受講することが望ましい
〇サービス担当者会議については、障害児の意見を尊重し、障害児の最善の利益を保障することが重要であることに鑑み、当該障害児の年齢や発達の程度に応じて、障
害児本人や保護者が参加することが望ましい。なお、その際、年齢や発達の程度により意見を尊重することが難しい障害児がいることを考慮し、言葉による表現だけで
なく、身体の動きや表情、発声なども観察し、意見を尊重することが重要である
〇「支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の手引き」を参考 https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/guideline_tebiki#h2_free4

〇インクルージョンの観点からの取組としては、保育所等への移行支援等の取組や、地域との交流の機会の確保等の取組が想定される

〇運営基準において、事業所に対し、障害児等の意思の尊重、こどもの最善の利益の優先考慮の下で、障害児支援利用計画の作成、
サービス担当者会議の実施を進めることを求める。
〇運営基準において、事業所に対し、障害児支援利用計画の作成や必要な情報の提供・助言等の援助を行うにあたって、インクルー
ジョンの観点を踏まえること等、インクルージョンの推進に努めることを求める。
運営基準 ※児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第29号）
【新設】
＜こどもの最善の利益の保障＞
〇指定障害児相談支援の提供に当たっては、障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児等の意思をできる限り尊重するための配慮を
するものとする。（第15条第１項第２号・新設）
〇相談支援専門員は、障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心
身ともに健やかに育成されるよう障害児等の希望等を踏まえて作成するよう努めなければならない。（第15条第２項第１号・見直し）
〇相談支援専門員は、通所給付決定を踏まえて障害児支援利用計画案の変更を行い、指定障害児通所支援事業者その他の者との連絡調整等を行うとともに、障害児
の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される体制を確保した上で、サービス担当者会議の開催等により、当該障害児支援利用計画案の内容について説明を
行うとともに、担当者から、専門的な見地からの意見を求めなければならない。（第15条第２項第10号・見直し）
＜インクルージョンの推進＞
〇指定障害児相談支援事業者は、障害児が指定障害児相談支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにすることで、障害の
有無にかかわらず、全ての児童が共に成⾧できるよう、障害児の地域社会への参加・包摂（インクルージョン）の推進に努めなければならない。（第2条第６項・
新設）
〇相談支援専門員は、障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の日常生活先般を支援する観点及びインクルージョンの観点から、指定通所支援に加えて、
指定通所支援以外の福祉サービス等、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて障害児支援利用計画上に位置付けるよう努めなければな
らない。（第15条第２項第３号・見直し）
〇相談支援専門員は、障害児の心身の状況、その置かれている環境、障害児等の選択及びインクルージョンの観点等を踏まえつつ、福祉サービス等が多様な事業者
から総合的かつ効率的に提供されるよう必要な情報の提供及び助言を行う等の援助を行うものとする。（第15条第３項第６号・新設）
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